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組織間連結行動 における
ネ ッ トワーキングビジネスの意味







は じ め に
1997年2月発行 の神奈 川大学経 営学部 『国際経 営論集』(第12号)で,ビ ジ
不ス不 ッ トワー ク システムの体系 と進化 の方向 を,"囲 い込 み"か ら"関係 づ
け"と い う視点 で論 じた。本稿 で はその流れ を汲 み,組 織 間連 結行動が新規
ビジネス生成 の可能性 とどうかかわ ってい るのか を,再 び"関 係 づ け"理 論
に よって解明 してみたい。 ここで い う"関 係づ け"理 論 とは,ヒ トや組織 の
ネ ッ トワ._._ング行動 を説明 す るための基本 的 な考 え方 の こ とを意味 す る。
ネ ッ トワー キ ングの対象 は,"関 係 づ け"と い う点 で は一致 してい る もの
の,そ の範 囲 は,個 人 間か ら始 ま り大 き くは国家間 や大 陸間 に至 る まで,膨
大 であ る。 しか しここでの範 囲 は,企 業間 で展開 され るビジネスネ ッ トワー
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クにもっぱら限定される。なぜならば,情 報技術 の革新的進展や地球資源の
枯渇現象}地 球的規模での環境汚染問題な どに企業 は直面 してお り,従来 と
は異なったパ ラダイムの構築が急がれていると思われるか らである。
今 こそ,有 機体 としての生命持続を意識 した"関 係づけ"行 動が企業 に求
められている時はないのではないか という問題意識がある。 ビジネスのネッ
トワーキング行動 を体系化することによって,ビ ジネスの世界における組織
間連結行動の有意性が初 めて明 らかにされ よう。
ビジネス行動の本質
ビジネ スの概 念
ビジネスの語源 はbusyである。つ ま り"に ぎや か・活動 的"と い う意味が
あ る。 これ をわれわれの世界 に置 き換 えてみる と,ビ ジネスを生業 とす るヒ
トの ことを ビジネスマ ン とよぶ。大学院 の名称 の1つ に一般 によ く知 られて
い るビジネスス クールが あ る。 ビジネ スを職業 とか商売,仕 事 と理解 すれ ば,
牧 師,神 主,教 員,研 究 者,専 業 主婦,学 生 な ども,広 義 の意味で は ビジネ
スをす る ヒ トとい うことになる。反対給付 を期待 しない=ボラ ンテ ィア活動 も
ビジネスの範疇 に入 る。
ビジネス は,ミ ュラー タイム(1974)によれ ば,な すべ き仕事 その ものの
本質 とかかわ ってお り,何 らかの機能 や役割,使 命 な どを もってい る。何 ら
かの仕事が複数 の ヒ トの集合体 に よって遂行 されれば され るほ ど,複 雑 で し
か も高度 な内容 を もつ こ とにな る。 なぜ な らば"関 係"の 範 囲が拡大 し,そ
れぞれ にうま く対応 す る ことによって,あ る レベルで システム全体 としての
ま とま りを もった単位 での質 の高 い成果が期待で きるか らで ある。生 き物 は
本来,他 の個体 との連 動性や関係性 を前提 として成 り立 ってい るこ とは,い
うまで もない こ とであ る。
仕事 は他 の仕事 と連動 す る ことに よって,仕 事 の統合体(integerofwork)
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が生 まれ る。 この関係 は,細 胞の連動性 と相似である。個別細胞で もある個
人の仕事 はさらに大 きな組織体や システム構造 に組み込 まれ,相 互に影響 を
与 え合 う。 この仕組みは個人→家族→企業→地域社会→国家→大陸→地球 と
いう流れ を追ってみて も同様である。仕事がいかに不断の相互作用関係 にあ
るかが判 る。
ビジネスの本質 は,以 上の概観によって,"関係 を意識 した仕事"のことと
理解す ることができよう。
統合化 を指向す る仕 事の関係性
先 に引用 した ミュラー タイム は,仕 事 を能率良 く設計 す るため に次 に示 す
4つ の原理が有用 であ る と述 べてい る。




それぞれ を概観 す る と次の ようにな る。 まず原理1「 技能 ・手腕 の集 中」
で,仕 事 の遂行 に直接 関係 の ある資格 や能力技能 な どを目標 に してい る作業
に直結 させ る。 しか しこの段階 で は,個 別 の技能(competence)を仕事 に集
中 させて いるだ けで,技 能同士 の コ ミュニケー シ ョンは図 られて いない。
原理2「 直談判 」で は技能 同士が直接作用 し合 い,相 互 の役割 を確認 し合
う。原理1に 比 べて,密 な るコ ミュニケー シ ョンお よび調整作業 が要求 され
る。
原理3「 制御機能 の内蔵」で は原理2で 現れ た コ ミュニケー シ ョンギ ャッ
プや調整 ギ ャップ をで きるだ け速 やか に修 正す る機能 を もつ。 サー ボメカニ
ズム に代 表 され るように,制 御 系の 自動化 が有効 な手段 とな る。







(B.J.ミュ ラー タ イム,石 山 四 郎編,『 組 織 哲 学 シ リー ズ ・1組 織 の生 理 学 』 ダイ ヤ モ ン
ド ・タ イ ム 社,1974年,352ペー ジ)
図1仕 事 の 統 合 性 一関 係 の マ ネ ジ メ ン ト エ 業 製 品 の プ ロ ・セ ー ル ス マ ン
ってい る。 これ を統合性(integrity)の基本 的特性 とい う。顧客 とセール ス
マ ン との仕事 の統合性 欄 係 が図1に 示 され る。
この統合 の考 え方 は,フ ォレッ ト(1972,1973)の統合理論 とも符合 す る。
彼女 によれ ば,複 数 の人 間の間 に不可避 的 に存在 す るコンフ リク トの解消 方
法 として,抑 圧(domination),妥協(compromise),統合(integration)の
3つの方法が ある とい う。
第一 の抑 圧 は,力 で一方が他方 を制圧す る方法で あ る。 コンフ リク ト解消
の最 も単純 な方法 であ る。 しか し両者 の もつエネルギー は相互 に相殺 され る
ので,総 和 は単純合計以下 にな る。 また新 しい提案 は困難 で あ り,現 状 の問
題解 決段 階か ら脱 却で きない。昨今 の政治家集団の離散 集合 をみている とま
さに この段階 に留 まってい るので はないだ ろうか。第二 の妥協 は,安 易 に用
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いられやすい方法である。 コンフリク ト状態にある関係者が自己主張の一部
を引 っ込めて不満足の状態で決着をつける方法である。 しか し火種 はいつ ま
でもくすぶっているので,い つか また同一 レベルでのコンフリク トが発生す




統合 はきわめて勇気のあるしかも困難 を伴 う行為である。わが国にフォレ
ッ ト理論 を早 くか ら紹介 した三戸公(1997)は,統 合の能力 は 「品性高潔の
心によって支えられ る」 と述べている。私利私欲や支配欲 に目の くらんだ管
理職 は,低 次の欲求充足にきゅうきゅうとしてお り,品性のかけらもみ られ
ない という。関係性の管理を仕事にす るヒ トは管理者に限 らず,個 別の利害
を超 えた高次元の ところで,統 合の道 を探索すべ きなのである。
統合への道一 ビジネスの創造性探索 を意職 して
複数のヒ トが1つ の目標実現に向かって協働行動をとる時,価 値観や考 え
方,仕 事の進め方などに違いが現れ,現 実には先に述べた3つ の解決方法の
うち,抑 圧や妥協の方法で一時的な解決 をみることが多い。 しか しこの よう
な解決方法では,い つ まで も堂々巡 りをしてしまい,創 造性に富む高次元で
高品質な成果 を実現することは}困 難である。フォレッ ト理論を継承 してい
るGraham(グラハム,1991)は,次のような6つ のステップで統合への協
働アプローチを提示する。 なお個別の内容 については,筆 者のコメントを加
えてある。
① ジョイン トアプローチの展開
関係者が集 まり,真 の問題 が何かを徹底的に議論する。
② 相違点の解明
関係者の意見をすべて列挙 し,そ の特性 に準 じて体系化する。そ して
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関係者の価値観の内容 を明 らかにしたうえで,問 題の優先度について,
た とえば実行の緊急度および重要度 とい う視点か ら,議論 し比較 をする。
④ 問題の創造 と創案
複数の代替案がある場合でも,い ずれかの案 を選 はなければな らない
ような進め方はとらない。なぜな らば,現 状のいずれかで不本意なが ら
の合意 を強いた り,時 には少数意見を排除 し一方的で強圧的な方法でい
ずれかの案を選択 してしまうからである。創造性や創案力は限 りな く後
方へ追いやられてしまう。個の論理 を前面 に出すのではなく,両者 とも
に満足する第三の案を生みだす努力をする。 これが問題 の創造である。
⑤ 第三者の要請
システム全体の相互作用が うまく機能 しているか どうかを,中 立の立
場か ら第三者が検討する。手持ちの経営資源,環 境側 にある利用可能 な
経営資源の種類 とその内容を吟味 し,そ の組み合わせの可能性 をシ ミュ
レー トする。
⑥ 数字その他の利害関係者の統合化
実行段階で予想 される間接的な利害関係者 にも参加 してもらい,問 題
点を抽出 してもらう。
仕事 またはビジネスの創造性 には,現 状 と多少で も異なった要素が組み込
まれていなければならない。その意味で,統 合には現在 とは異なった将来 を
設計す る要素の存在が必要 となる。次に仕事 またはビジネスに限定 して統合
への道筋 を考 えてみたい。以下では用語 をビジネスに統一する。
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統合 へ向か うビジネス行動
環境 撹乱下 での ビジネス行動 は,予 定が組 めない とい う悩 みが ある。 す な
わ ち予定 調和 の ような行動 が とれないので ある。 この ような環境 の もとでの
ビジネス行動 として2つ の方法が考 えられ る。1つ はすべて 自社 で囲 うこ と
に よって統合 を目指 す方法 で ある。 いわ ゆ る"囲い込 み"の方法で あ る。M&
Aに 代表 され る。 しか しこの方法 には,予 想 もつか ない将来動 向 に備 えるた
め に多様 でか つ相 当量 の経営資源 を自己調達 しなけれ ばな らない。 また結果
的 には"呼 びか け人"の 論理 に組 みす るこ とにな り,統 合 で はな く抑圧や妥
協 の世界 に入 って しま う。資源 の備 蓄 は死 蔵 を意味 し,独 りよが りでかつ非
現実的 な行動 を生 みだ しやすい。従 来わが国の企業群 でみ られた企業 グルー
プな どは,ど ち らか といえば,こ の方法 を とって きたよ うで ある。
もう1つ は自社 の強み と弱 み を明 らか にして,相 手 の弱み と自社 の強 み と
が,ま た逆 に相手 の強み と自社 の弱 み とが うま く相互補完 し合 いなが ら,い
わ ば関係性 を意識 した統合 への道 をた どる方法 であ る。最近 で は,新 しい企
業 間関係 として戦略 同盟 の分野 で議論 され る ことが多 くなって きてい る(海
老澤,1998;菊池,1997)。この場合,異 質性 の存在が 問われ る ことになる。
この異質性 をキ0に しなが ら,ビ ジネス統合 の進化 モデル を組織行 動の維持
お よび創 出 とい う2つ の段 階で考 えてみ る ことにす る。
異質性 の対象 を商 品 ・サー ビス軸 と市場軸 とに分 け,商 品 ・サー ビス,市
場共 に同質性 の高 い左下方 向 をビジネス維持 方向,逆 に ともに異質性 の高 い
右上 方向 を ビジネ ス創 出方 向 と規 定す る。 この場合,手 持 ちの情 報技術 内容
や水準 は商 品 ・サー ビス,市 場共 に業界水準程度 は実現 してい る と考 える こ
とにす る。
た とえば・ECR(EfficientConsumerResponse)の導入 は,情 報技術 を
駆使 して業界 内の取 引標 準 を実現 しよう とす る試 みで あ り,受 発注 にかかわ
るバ ー コー ドの標準化 やEDI(ElectronicDataInterchange)の導入,ま た
商 品の グルー プ管理 を意識 した カテ ゴ リマ ネジメ ン ト,地 域 や消費 者の属性
組織間連結行動におけるネットワーキングビジネスの意味7
ごとに個人 べ一 スの顧 客ニー ズを特定化 し長期的 な取引関係 を持続 しよう と
す るCRM(ContinuousRelationshipMarketing)などの概念 や手法 と深 く
かかわってい る。 もしこれ らの導入 にうま く成功 すれ ば,右 上 の ビジネス創
出の方向つ ま り統合化 へ向か う準備 が整 った とい うことを意 味す る。 また企
業全体 の経 営資源の有効 管理 を意図 としたERP(EnterpriseResourcePlan-
ning)なども最近で は,業 務 問 の統合化 を意識 した手法 として注 目されてい
る。 その全貌 は図2に 示 す とお りであ る。











同 質 類 似 異 質
(ネッ トワー クビジネ ス専 門委 員会,「ネ ッ トワー クビジネスの将来展望 」,『社
会 システムの情報 イ ンフラに関 す る調査研究報告書』収録,㈹ 日本電子工業振
興協会,1997年3月,96ペー ジ)
図2ビ ジ ネ ス 行動 の ポ ー トフ ォ リオ
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源の種類,内 容共にかな りドラステ ィックな変化が伴 う。通常は,W端 左上
の方向,つ まり同一ないし類似市場の範疇で商品 ・サービスの異質性 を求め
る方向へ向かい,あ る程度の習熟 を積んだうえで右上の方向へ向かうか,ま
たは同一 ないし類似の商品 ・サービスを従前 とは異なった市場 に提供す る方
向へ向か うのが順当であろう。
左下に向か うほど商品 ・サー ビス,市 場 ともに同質性が高 くな り,周 囲 と
の異質性 に富んだ連動は実現 しに くくなる。いわゆるビジネスの現状維持行
動中心である。一方逆 に,右 上の方向に向かえば向かうほ ど,商 品 ・サー ビ
スおよび市場 ともに異質性の度合いが増大 して くる。当然のことなが ら,未
知の分野への進出なので,危 険性 は限 りな く高 くなる。 しかし冒険 を経験 し
て初めてビジネス創出の機会が得 られるともいえるのである。
2社間のビジネス行動 を統合モデルで示す と図3の ようになる。つまり,















行動 とを関係づけてみたのが,図3な のである。両者 ともに維持行動が左下
方向,右 上方向が創出行動である。
第一段階の維持 ・維持行動では発展や進化は期待できない。あ くまでも現
状維持中心であ り,変化があった としてもせいぜい拡大行動止 まりである。
同質性の高い組合行動,た とえば農業協同組合や漁業協同組合i消 費生活協
同組合,レ ス トランや居酒屋,コ ンビニエンスス トア,な どにみ られるチェ
ーン展開は,同 質性 を強調することによって,弱 者救済,連 帯行動 による付
加価値生成,資 源共有,"安心"とい う商品の販売,な どが実現する。 しかし
その反面,消 費者への商品選択範囲の限定,多 様性の削減,な どに見舞われ
る。時間の経過 とともに進化の機会 を見逃す ことになる。地域特性 を軽視 し
た品揃 えをするフランチャイズチェー ンをイメージするだけで,こ の同質性
の強 いビジネス行動がいかにもろい特性 を備 えた ものであるかが明 らかであ
ろう。長期的な環境対応力は弱いといわざるをえない。
一方,第 二段階の創出 ・創出行動は,郵 便局やかっての国鉄時代 の輸送機
能を奪い取 って しまった観す らある宅配便,あ るいはNTTと いう巨人に真
っ向 うか ら戦 いを挑んだニュー コモンキャリア(NCC)の動 きなどにみられ
る。宅配便でいえば,監 督官庁 との確執,取 次店の開発,自 動車メーカーへ
の特殊仕様 自動車の発注,ス キー場 との契約,な ど,数 え上げられないほ ど




創出 ・創出行動に至 る中間の領域 には,維 持 ・創出または創出 ・維持行動
の混合タイプが存在する。両者の力関係 によって,維 持 ・維持行動方向へ退
化するのかあるいは創出 ・創出行動へ進化するかが決 まって くる。いずれに
せ よ,維 持 ・維持行動方向では,既 存の経営資源の組み合わせで対応できる
ため安定が期待できる。 しか しその反面,次 第 に環境適応力 はそがれて くる。
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なぜならば"生 きる"た めの努力 を怠っているか らである。逆 に,創 出 ・創
出行動では,新 規の経営資源 の組 み合わせ ・利用が前提 になるため,不 安定
度は増大する。成功の確率 もきわめて小さなものになる。 しかしその反面,
新 しい市場 の創造が期待で き,"活きる"た めの企業の発展行動が約束 され
る。
"関係づ け"の タイプ とその基本特性
"関係づ け"の プロhタ イ プ
本稿 の主題 で あるネ ッ トワー キ ング機能 の本源 は,主 体 間の"関 係づ け"
であ る。複 数の主体 が相互 に関係づ け られ るこ とに よって,コ ミュニ ケー シ
ョンが可能 になる。 しか も"関 係づ け"対 象 は情報 に限定 され る ことな く,
モ ノ,カ ネ,ヒ ト,技 術,文 化,な どさ まざ まな経営資源が ネ ッ トワー キン
グの対 象 とな る。経 営資源 にかんす る最近 の動向 としては,目 に見 える資源
と見 えない資源 とを有機 的 に組 み合 わせ,単 独で は不可能 な シナ ジー効果 の
発生 を期待 す る向 きがあ るよ うであ る。
ネ ッ トワー クそれ 自体 に意思 はな い。 しか しネ ッ トワー クを利用 す るビジ
ネスの世界 では,ビ ジネスの方向 を左右 す る経 営管理 者 たちに よって,そ の
方向が大 き くゆ ら ぐことが あ る。 そのゆ らぎの源 は,企 業同士の もつ政治力
とで もいえる行 動 にた ど りつ く。 その行動 は主 た る目的がネ ッ トワークに よ
る"囲 い込 み"な のか,そ れ とも"柔 軟 な接触"な のか によって,大 き く2
つの タイプに分 類で きる。前者 は"硬 い関係づ け",後 者 は"柔 らか い関係づ
け"と 名 づ ける ことがで きる。個別 に検討 を加 えてみ よう。
前者 の硬 い関係 づ けネ ッ トワークは,特 定 の経営資源,た とえばカネを基
軸 に関係 づ け られて いるよ うな構 造 をもつ。金融機関 を頂点 に して傘下 に名
を連 ねてい る企業群,巨 大 な メーカー の もとに秩序正 し く並 んでい る協 力企
業,デ パ ー トやスーパ ー ス トア に代 表 され る ような巨大 な小売 りに商品 を提
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供 してい る仕入れ業者,特 定 のメーカー との間 で特約 を結 び,独 占的 に1社
の製品 のみ を扱 う商店,こ れ らはすべ て"胴 元"と の問が太 いパ イプ ライ ン
で結 ばれてお り,あ る意味 で生命線 になってい る。最近,そ の拘束力 はやや
弱 まって きてい る といわれて はい る ものの,依 然 として隠然 た る絆 を形成 し
てい る。 富士銀行 を核 とす る芙蓉 グルー プの場 合,大 成建 設,日 立製作所,
サ ッポロ ビール,ク ボタ,日 本精 工,丸 紅,キ ヤノ ン,NKK,日 産 自動車,
な どが代 表的 な衛星 企業 であ る(Jones,ジョー ンズ;1995)。しか し,こ の よ
うな"閥"の 考 え方 は,自 由競争 を前提 とす る国際 ビジネスの基準 か らすれ
ば,相 容れ られない行動様 式 であ り,国 際的 な孤児へ の道 をた どるこ とに も
な りかねない。
90年代後半 に入 ってか ら"平 成 の黒船"が わが国 に押 し寄 せてい る。 コク
ヨの事例 で その動 向 を眺 めてみ よ う。コク ヨは これ まで全 国で約23,000の「コ
クヨ」の看板 を掲 げた文 具店 に商 品 を卸 して きた。 また製造 も数多 くの協 力
工場 との間 に密接 な関係 を築 いて きた。典型 的 な一家主義で ある。 ところが
昨 年,家 電量販店 の大手 小売 りで あ るデオ デオ(旧 社名,ダ イイチ)が アメ
リカの大手事務 用品業者 で あるオ フィス ・デポ と提携 し,わ が国へ の進 出を
図 った。 オフ ィス ・マ ックス もジ ャス コ と合弁 を結 び 日本進 出を展開 す る。
コク ヨの黒田章裕社 長 は 「新聞記事 で初 めて知 った。蒸気船 でほお をひっ
ぱたかれ た思 いだ。手 をこまねいてい る と小売店 の数が23,000から数千 に激
減す るか もしれ ない。 ……小売店が扱 う品物 は何 で もそ ろえる手配師 をめ ざ
す。十人十色の店作 りをす る努力が必要。」と述 べてい る(日経産業 新聞,1997
年9月12日)。純粋 主義 の崩壊 であ る。一連托生 の もろさや危 険性 が感 じ とれ
る。
もう1つ の"柔 らか くて,し なやかな関係 づ け"は,ネ ッ トワー クの先端
をいつ も自由 に してお き,よ き相手 に恵 まれた時 にその先端 を相手 の先端 と
結合 させ,経 営 資源の交換 や共同利 用,新 た なる資源開発 な どを行 うネ ッ ト
ワー ク行 動で ある。先端 の 自由意思が尊重 され,自 己責任の範囲内で業務 提
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携や共同開発などを行 う。環境 に対 して自らを"広 く開 く"た めにネッ トワ
ークを利用す る。 もはや関係 はあ くまで も弾力的であり硬直化す ることはな
いo
ゆるやかなネッ トワークの典型は,バ ーチャルカンパニーにみ られる。 ミ
ス ミやカンキョー,ア ビックス,イ タ リヤー ド,な どの企業では,工 場,機
械設備な どの重たい経営資源は自社で もたずに外部の協力企業 を利用してい
る。 これらの企業に共通 していることは,企 画 ・開発型 または概念設計段階
に機能を特化 している点である。発想 を自由にす るためには,自 社にその制
約 となるような重たい資源 をもたない ことが重要な課、題 となる。
自社が得意 とする技 と相手企業が得意 とする技 とを出 し合い,関 係づける
ことによって,そ こに単独では実現不可能な第三の価値が生成 される。制約
条件が少 ない ということは,仮 説設定の機会が増大 し,関 係づけの対象候補
企業が増大 し,そ れ ら多様 な環境のなかからより3aさわしい相手 を選ぶ こと
ができるということを意味 している。 しか もその関係が硬直的ではな く,弾
力的であるという点で,環境対応力が生 まれて くるのである。"過去の重たい
資源をもてば もつほ ど,未来 は短 くなる"と い う警鐘の句が適切な表現では
ないだろうか(小 林,1995)。
資源調達は,国 内や従来か らの取引先 に限定する必要はない。国の枠を超
えグループの枠 を超 え,市 場原理が作用 しているところであればyた とえそ
れが競合企業であろうとも,ど こか らでも調達 し共に進化する機会 を享受す
るという,企 業行動原理が働 く。ジェームス(1997)は『生かし合 う企業vs
殺 し合 う企業』のなかで,"今日は競争 し明 日は手をつな ぐ論理"を提唱 して
いる。彼はビジネスを戦場 ととらえる見方 と生態系 ととらえる見方に分類 し,
両者を画一性一多様性,保 守一創造,闘 争一共生,と いう3つ の組み合わせ
で特徴を整理 している。各組み合わせの前者が殺 し合 う企業,後 者が生か し
合 う企業である。3つ 目の組み合わせ,す なわち 「闘争一共生」の 「共生」
についていえば,ビ ジネスは双方の利益になる関係で成 り立 ってお り,顧客
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や取引先 に限 らず競争相手 とも共存関係 にある,と 述べている。
また花王の常盤文克会長は,「ネッ ト上で仕事 をす るとき,い ろいろな協
調,協 力の仕組 みを作ることがで きる。一方では,ぶ つか り合いがで きる。
従来にない新 しい競合,競 争が出て くる。協調 と競争が共存 し,だ れが敵で
だれが味方かわからない。常にネッ ト上で敵 と味方が入れ替わ りなが ら,仕
事が展開 されてい く。 この認識がネ ットの うえで生 きてい くうえで大切だ と
思 う。」(日経 ビジネス,1997年11月24日)と述べている。
以上の記述 をもとに,"関係づ け"に ついて,2つ のタイプつまり"硬 い"
関係づけおよび"柔 らかい"関 係づけの整理を表1で 行 い,そ の基本特性 を
概観する。
1.シ ステム:硬 い関係づ けでは機械論的還元主義が主流になるのに対 し
て,柔 らかい関係づけには全体 との関係 を意識 した有機体 としての基
本特性がある。
2.哲学:硬 い関係づ けでは短期的な合理性 を追求する二元論的発想が中
心 にある。 それに対 して柔 らかい関係づけでは,長 期的な持続性 を意
識 した全体論的思考が尊重される。
3.規範:硬 い関係づけでは閉鎖的な環境 のもとでの厳格 な規則が管理の
中心課題である。 どちらか というと,秘密主義である。それに対 して
柔 らかい関係づけでは基本的に開放的であ り,刺激 し合 うことによっ
て発展の機会 をつかむことができる。
4.思考:硬 い関係づけでは"先 に計画あ りき"と いう思考スタイルをと
る。試行錯誤や朝令暮改 は許 されない。それに対 して柔 らかい関係づ
けでは先 に行動 し後か ら理屈づけをした り,行 動 しなが ら意思決定 し
た りすることが許 される。行動する前に予測で きないような環境変化
があるような場合,事 後の対応ができるか どうかはきわめて重要な要
素になる。
5.構造=硬 い関係づけでは,規 則や職務分担が明確に設定 されているた
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1シ ス テ ム 機 械 論(mechanistic)有 機 体 論(organic)
2哲 学 還 元 主義(reduction) 全 体 論(holism)
3規 範 要 塞 型(citade1) 都 市 国 家(city-state)
4思 考 事前 (apriori}事後 (aposteriori)
5構 造 垂直 (vertical)水平 (holizontal}
6行 動 囲 い 込 み(enclosing) 開放 (disclosing}
7自 由 専制 (autocratic)民主 (democratic)
8範 囲 内 antra-) 間 hinter-)
9チ ャネル 強固 (tight) 柔軟 (loose)
10持 続 脆い brittle) しなや か(supple)
(ネッ トワ ー ク専 門委 員会,前 掲 報 告 書,97ペ ー ジ〉
め,組 織構造 は,ど うして も階層が高 くな る。 それ に対 して柔 らか い
関係 づ けで は,仕 事 の内容 によって職務 の仕組 み をダイナ ミックに変
えてい く逞 しさが ある。 したが って仕事 の間 の壁 は限 りな くあい まい
で あ り,フ ラッ トな構造 を得意 とす るよ うにな る。
6.行 動:硬 い関係 づ けを特徴 づ ける典型 的 な行動 パ ター ンが囲 い込 みで
ある。制御 可能 な管理対象領域が増大 す る反面,そ の特徴 ゆえにつ ま
り重 た い資源が あるゆえに自由が利 かな くな って しま う。 一方柔 らか
い関係 づ けは,必 要 に応 じて必 要 な相手 と協調行動 を とる。 きわ めて
開放 的 であ る。
7.自 由:硬 い関係づ けで は,太 いパ イ プライ ンで結 ばれ てい るため,運
河の航 行 と同様 自由度 は きわめて小 さい。 ある意味で は専制的 です ら
ある。 それ に対 して柔 らか い関係 づ けで は,ネ ッ トワー クの先端 の結
合子 を自分で探 索 し選択 す る。 ゆ えに 自由度 はか な り高 い。 あ る意味
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では民主制の基本特性が備わっている。
8.範囲:硬 い関係づけでは,内 と外 との違いを明確 に識別する。明確 な
範囲を設定 し,内 部の合理性,効 率性を高めようとす る。一方柔 らか
い関係づけでは,内 と外 との明確な区別 はない。 どちらか といえば,
組織間の同盟や連携な どを組むのが得意である。
9.チ ャネル=硬 い関係づけでは合理性追求のため,ネ ットワークのチャ
ネル数は無駄 を省 くという意味で自ずか ら少数の太いパイプに制限さ
れる。 しか し太いパイプにはもろさがある。その危険性については先
に触れたとお りである。柔 らかい関係づけでは,チ ャネル自体が弾力
的でかつ柔 らかい とい う特質 をもつ。冗長度 は高 くなるけれ ども,そ
の分,危 険度が分散 される。柔 らかい関係づけでは,個 の確立が一層
問われることになる。
10.持続:硬 い関係づけでは短期的にみれば,安 定 してお り効率が よく秩
序が保持されている。 しかし短期的な連続が長期的な持続につなが る
保証 は何 もない。崩壊のもろさを内包 した持続性なのである。それに
対 して柔 らかい関係づけでは前方に向かって開放 されているとい う基
本特性 をもつので,し なやかな関係が期待で き持続性 は確保 される。
組織 ネ ッ トワー クの2つ の組 み合 わせ
これ までの議論 を要約 しなが らz次 のステー ジへ向か う。先 の図2で 明 ら
かに した ビジネス行動 の ポー トフォ リオ を もう一度 眺め る ことにしよう。 同
図で明 らか にな った ことは,商 品 ・サー ビスベ ク トルが同質か ら異質 の方向
へ,同 様 に市場 ベ ク トル も同質か ら異質の方 向へ向か っている。異質 な方向
へ向か う時 は,過 去の財産 や経験 を活かす こ とがで きない。 む しろ阻害要因
になる ことが多 い。
この ような新規 ビジネスへ向か う強力 な支援基盤 が情報 ネ ッ トワー クであ
る。 しか もそのネ ッ トワ 一ーク は閉 じた,硬 い ネ ッ トワー クで はな く,開 いた,
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柔 らかいネ ッ トワー クなので ある。 なぜ な らば,開 いた,柔 らか いネ ッ トワ
ークは,可 能性 を先 に延 ば して くれ るか らで あ る。手元 にあ る資源 が"重 た
い"資 源で あれ ばあ る程,将 来 は短 くな る。
柔 らか いネ ッ トワー クで は,よ り広 い範囲 か ら,自 発 的な個 や集団が さ ま
ざまな資源 を調達 し,仮 説 をた てて資源 を組 み合わせ,関 係 づ け,新 しい意
味や価値 を付与 し,時 に未知 の企業 と共 同で ビジネ スを展 開す る。 図2に 企
業間の関係づ け行動 を付与 して重 ね合わ せたのが図4で ある。 ビジネス生成
の基盤 として作用す る情 報 ネ ッ トワー クそれ 自体 に意 思 はない。 む しろ意思
を もつ人 間 によって触媒 としての"関 係づ け"役 割 を果 た し,自 己創 出のた
めの機会 を生成 す る準備 を して くれ るのが情報 ネ ッ トワー クであ るとい えよ
う。
Tichy(テッチ ィ,1989)は組 織の ネ ッ トワー クを計画型 のネ ッ トワー ク と
創発型 のネ ッ トワー クに分類 し,図5の ような2つ のネ ッ トワー クを有機 的
に結合 した組織 ネ ッ トワー ク図 を提示 してい る。 同図で は創 発型が丸 で示 さ
れた ノー ド間 を線で結 んだ部分 として表わ され ている。 ここで い う創 発 には
イ ンフォーマルな特性 を もつ ネ ッ トワー ク とい う意味 が含 まれてい る。一 方
の計画型 は創発型 よ りも太 い線 で結 ばれた部 分 として表わ されてい る。 つ ま
り同 じノー ド間 を結 んでい る線 で もそ こには2種 類 あ り,1つ は フォーマル
な,言 い換 えれ ば ビジネス中心 のネ ッ トワー クであ り,他 の1つ が イ ンフォ
ーマル,言 い換 えれ ばプライベー トなネ ッ トワー クを意識 して構築 され てい
るのであ る。
組織 の主 目的 であ る ビジネ スの展 開 には,フ ォーマル で計画 中心 の仕組 み
が優先 され る。 しか しこれ だ けでは不十分 であ る。 なぜ な らば環境変動 の察
知や事後 の変更,予 め決 め られたル ール を無視 した私 的な コ ミュニ ケー シ ョ
ンや情報交換,な どの インフ ォーマル なネ ッ トワー クに よる支援 が欠かせ な
いか らであ る。特 に ビジネス創 出で は,環 境 動向把握が生命線 にな る。 その











































(情報 ネ ッ トワー ク
システムの移 行 プロセ ス
ビジネス維持の方向 市 場
同 質 類 似 異 質
(ネッ トワーク専門委員会,前 掲報 告書,IoOペー ジ)
図4ビ ジ ネ ス ネ ッ トワー ク ・ポー トフ ォ リオ
れて お く必 要が ある。
共進化 を意識 した組織間連結
地球上の生 き物のなかで,と りわけ万物の霊長 といわれている,わ れわれ
人類は自然破壊者,バ ージン資源枯渇推進者,環 境汚染推進者の汚名 を地球
から浴びせ られなが ら,何 らかの生産 ・消費活動を展開 しているとい うのが
実態であろう。 このような時代,わ れわれは特定の国籍 をもった,た とえば




ネッ ト ワ ー ク
(Tichy,N・ル1αη㎎ 初gS'η 彪9ゴ6ChangerJohntiViley&Sore,1983,P.71)
図5組 織 ネ ッ トワ ー ク モ デ ル
今 こそ求 め られ てい るので はないだ ろうか。
経 営の 目的 を,規 模 の拡大,売 上 げ増大,市 場 占有率 の向上,最 大利 益 の
獲得,な どにお く経営者 や管理者が い る。彼 らにとって,競 争 に勝 つ ことは
至上 命令 なのであ る。 その結果,往 々 に して,結 果 よけれ ば手段 は問わな い
とい う愚行 に走 る。 た とえ,世 界一 の シェアを確保 で き世界一 の金持 ち にな
った として も,そ の経営者 や企業 はその後 どの よ うな目標 をた て るのだ ろう
か。 永久 に実現で きない,非 現実的 な夢 を胸 に抱 きつづ けて酒池肉林 の世界
に迷 い込 むので あろ うか。
組織間連結行動におけるネットワーキングビジネスの意味1g
"勝ち負 け競争"に うつつ を抜 かす空 しい企業行動 は,地 球村 の時代,そ ろ
そろ終わ りに しなけれ ばな らないで あろ う。限 りある地球資源 を共有 し協働
の喜 びを分か ち合 う,す がすが し くそ して謙虚 な生 き方が,企 業 にいや ビジ
ネスの世界 に求 め られてい るので はないか と思 われ る。
厳密 な シナ リオの描 けない時代 の ビジネス行動 は予 め行 動道程 を定 める こ
とで はない。 ある事 象が発 生 した時点で迅速 かつ的確 に行動す る俊敏性,過
去 に こだわ らず にあ らゆる可能性 を自主的 に探索す る主体性 や 自主性 が求 め
られてい る。 これ らはすべて ゆるや かで開放 的な関係 づ け行動 によって支 え
られ る。新潟市 の郊外 にあ る施設工業 の中川一 広社長 の場合,京 都大 学や岐
阜 薬科大学 の研究者 の ドア を叩 き教 えを乞 うたのが,ビ ジネスを変質 させ る
きっか けになった とい う。 その道 の専門家 に技術支援 の道 をお願 い した とい
うのが始 ま りで あ る。 同 じ く新潟 県内の吉 田町 にあ るツイ ンバー ド工業 の野
水重勝社長 も,大 手電気 メー カーや大学 な どの研究機 関 を訪 ね,そ の道の一
流 の経 営者や研究 者 との コミュニ ケー シ ョンや情報収 集 を大切 に してい る。
しなやか な ヒューマ ンネ ッ トワー キ ングの活用 であ る。
個 別主体 と全体 との関係 を共進化 の観点 か らみてみ よう。個別 主体 であ る
経営者や管理者 あ るい は0般 従業 員 は,よ り大 きな上位 の集 団,そ れ も通常
は複数 の集団 に所属 して いる。 しか もその所 属の仕方 は自分の ことだ けを考
えるので はな く,周 囲の こととの連動性 を意識 し,固 有 の役割 を果 たす こ と
で その存在 自体 の有意性が確定 され る。次 にその全体 は さらに大 きな全体 の
なかでの固有 の役割が決 まって くる。 つ ま り個 と全体 の連鎖 が展開 され有機
体全体 としての働 きの なかでの役割 が決 まるので ある。部分 は全体 の役割 を,
また全体 は部 分の機能 を果たす ことになる。Miller(ミラー,1978)は,細胞
(cell)から始 まり器官(organ),有機体(organism),集団(group),組織
(organization),社会(society),超国家 システム(supranationalsystem)
の7つ の レベ ルで個 々の レベ ルの構成要素 とその関係性 を例示 してい る。 ま



























図6共 進 化 の イ メ ー ジ
も生態系の秩序を維持する企業行動いや ビジネス行動が待 ち望 まれているの
である。従来型の ビジネスの論理を超越 した"関 係つげ'理 論 はその有力 な
候補になるのではないだろうか。
結 言
ネ ッ トワーク ビジネスの行動 主体 を企業 に限定 した場合,戦 略 同盟行動 に
代表 され るように,ラ イバル企業 同士の連 携や 旧来 のパ ラダイムで は予想 も
し得 なか った企業同士 の提携行動 が毎 日の よ うにニ ュー スになってい る。 こ
の動 向 を大 きな流れの なかで とらえる と,以 下 の よ うな ことが いえるので は
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ないだ ろうか。
・"賢 い"生 産者 も消費者 もともに地球 それ 自体 の ことを意識 し,い わゆ
る"ビ ジネス"の 論 理の みの企業行動 に対 して,疑 問 を提示 し始 めて い
る。
・ビジネスの最優先 す る目標 としての"金 儲 け"が,声 高で はない にして
も,疑 問視 され るよ うになって きて いる。
・ISO基準 の獲得 に代表 され るよ うに,国 際的 な視点 か ら企業行動 を見 つ
め る"目"が 養われ て きてい る。
・地球資源有 限論 を地球人 が行動 の前提 にお くことが求 め られてい る。 あ
らゆる天 然資源 が有 料で ある とい う認識,お よび地球Lの 生 き物 が循 環
システムの なかで生 きられ るような仕組 み作 りが急が れてい る。
・経営資源,特 にバ ー ジン資源 について は,囲 い込 まず に共 同で利 用す る
ことが求 め られて いる。 資源循環論 や"産 業の束"構 想 は この流れ を汲
む もので ある。
本稿 での試 み は,業 種 ・業態 の違 い を超 え,企 業 の規模 の違 い を超 え,住
んでい る地域 や国の違 い を超 え,人 種 の違 いを超 えた異 なった価値 を もつ人
や企業 の連 携行動が,新 しい ビジネスを生成す るきっか けになる ことを解明
す ることで あった。 これ まで とは異 なった,企 業間 の新 しいネ ッ トワーキ ン
グ行動 がその強力 な支援 にな るこ とが明 らか にな った。 その際,ゆ るやかで,
しなやか さを もった"関 係 づ け"の 論 理が ネ ッ トワーキ ング行動 に参加 す る
人 や企業 に とって,共 通 に保持 していなけれ ばな らない前提 条件 で ある こと
が強調 され た。 この しなやか さは,時 に時空間 を超越 し,ダ イナ ミックな仮
説設定 を可能 にし,互 恵 の精神 にあふ れた,生 命力 のあ る企業行動 を現実 の
もの にす るので ある。
22国 際経営論集No.151998
注Graham,P.,、伽 彪gη 吻 θManagement‐CreatingUnityfromZ万θθ駕勿 ,Basil
Blackwe11,1991.







ジ ェ ー ム ス ・J.,仁 平 和 夫 訳,『 生 か し合 う 企 業vs殺 し合 う企 業 』,日 経BP社,
1997年。
フ ォ レ ッ ト,MP、,米 田 清 貴 ・三 戸 公 訳,『 組 織 行 動 の 原 理 』,未 来 社,1972年 。
(Fox,E.M.&Urwick,L.(eds.),nrxmzc且伽2魏 ∫'雇10η一 η ～`～Co〃召6!64
1〕aversof.MaryParker、Fo〃Ott,2nded.,1973.)
フ ォ レ ッ ト・MP・ ・ ア ー ウ イ ッ ク,L .H.編,斎 藤 守 生 訳,『 フ ォ レ ッ ト 経 営
管 理 の 基 礎 』,ダ イ ヤ モ ン ド社,1973年 。(Follett,M.P.,editedbyUrwick,
LH.,FreedomandCo-ordination,ManagernentPublicationTrust,1949.)
ミ ュ ラ ー タ イ ム,B.J.,『組 織 の 生 理 学 』,ダ イ ヤ モ ン ド ・タ イム 社 ,1974年。
海 老 澤 栄 一,「戦 略 同 盟 の 枠 組 み の 検 討 一 情 報 ネ ッ トワ ー ク を 意 識 し て 一 」,『経 営
情 報 学 会 』,Voi.6No.1,1-18ペー ジ 。
菊 池 英 雄,『 小 さ な 大 企 業 』,東 洋 経 済 新 報 社,1997年 。
小 林 裕,「 エ ク ス テ ン シ ョ ン ゼ ミナ ー ル 」,コ メ ン ト,1995年9月 。
日経 ビ ジ ネ ス,1997年11月24日 号,132一ユ34ペー ジ。
日経 産 業 新 聞,1997・年9月12日 付 。
三 戸 公,『 現 代 の 学 と し て の 経 営 学 』,文 翼 堂,1997年 。
謝辞:こ の論文の基本的なア イデ ィアは,1996年から翌年にかけて,主 として以
下の2つ の機関に筆者がかかわった ことによって生 まれた。1つ は(社)日 本
電子工業振興協会の 「ネ ットワークビジネス専門委員会」であ り,も う1つ
は,(株)富士通 システム総研の 「未来指向企業研究会」である。機会を与 えて
組織 間連 結行動 における ネッ トワー キング ビジネスの意味23
いただいたことに対 して深い感謝の意 を表する次第である。
国陪ミ経営論 集No.15199824
